
和3年度

南風原町国民健康保険特別会計予算書

沖縄県島尻郡南風原町

令



議案第6号

令和3年度南風原町国民健康保険特別会計予算

令和 3年度南風原町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,099,549千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(一時借入金)

第 2 条地方自治法第235条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 2,500,000千円と定める。

(歳出予算の流用)

第 3 条地方自治法第220条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

(1)保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

令和3年3月4日 提出

南風原町長 赤 嶺 正 之



(歳入)

1.国民健康保険税

3.使用料及び手数料

5.県支出金

9 財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

10

Ⅱ

12

14.市町村債

第1表歳入歳出予算

国民健康保険税

手数料

県補助金

財政安定化基金支出金

財産運用収入

他会計繰入金

繰越金

延滞金、加算金及び過料

雑入

財政安定化基金貸付金

暑十

項

歳 入

2

金

(単位:千円)
額

700,146

700,146

733

733

2,943,724

2,943,723

339,745

339,745

115,198

1,727

113,471

4,099,549

ー
ー
ー

ー
ー

ー
ー

2
3

1
4
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(歳出)

1.総務費

2.保険給付費

3.国民健康保険事業費納付金

5.財政安定化基金拠出金

6.保健事業費

フ.基金積立金

8.公債費

総務管理費

徴税費

運営協議会費

9.諸支出金

10.前年度繰上充用金

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児諸費

葬祭諸費

傷病諸費

項

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

1.財政安定化基金拠出金

特定健康診査等事業費

保健事業費

1.基金積立金

金

(単位:千円)
額

104,329

89,290

14,908

131

2,760,519

2,345,648

387,570

2

26,538

760

1,181,250

889,166

209,176

82,908

1.公債費

1.償還金及び還付加算金

49,567

42,947

6,620

342

342

3,039

3,039

ー
ー

ー
ー

1
 
2
 
3

1
2
3
4
5
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(歳出)

H.予備費

歳 出

前年度繰上充用金

予備費

斗

項 金

(単位:千円)
額

500

500

4,099,549

L
合



予算に関する説明

1 歳入歳出

( 1 )

( 2 )

( 3 )

予算事項別明細書

括

入

出

給与費明細

書

書

総
歳
歳



括合

(歳入

1.国民健康保険税

3.使用料及び手数料

5.県支出金

9.財産収入

10.繰入金

Ⅱ.繰越金

12.諸収入

14.市町村債

0.国庫支出金

0.療養給付費交付金

歳

款

歳入歳出予算事項別明細書俳餅舌)

本年度予算額

入

700,146

733

2,943,724

^

月Ⅱ 年度予算額

339,745

115,198

700,フ74

735

2,856,583

4,099,549

0

0

比

357,500

2

(単位

較

千円)

188,207

△628

△2

87,141

0

2,416

4,106,220

△17,755

△1

△73,009

0

△2,416

△1

△6,671合

1

計



(歳出)

1.総務費

2.保険給付費

3.国民健康保険事業費納付金

5.財政安定化基金拠出金

6.保健事業費

フ.基金積立金

8.公債費

9.諸支出金

10.前年度繰上充用金

Ⅱ.予備費

本年度予算額前年度予算額

歳

104,329

2,760,519

1,181,250

出

110,887

2,700,786

1,240,174

49,567

・十

比較

342

3,039

△6,558

59,733

△58,924

0

2,024

0

△2,946

0

47,543

500

4,099,549

国県支出金

21,319

2,721,931

167,897

3,288

3,039

本年度予算額の財源内訳

特定財源

地方債

4,106,220

500

32,576

0

0

0

△6,671

(単位:千円)

その他

0

0

0

0

2,943,724

0

0

0

0

17,682

231,406

0

0

一般財源

0

0

0

0

83,010

20,906

781,947

0

16,991

0

0

500

0

0

0

0

249,089

0

342

3,039

906,736合

0
 
0



2.歳 入

目

般被保険者国民健康保r

税

1款 国民健康保険税

本年度

700,129

2 退職被保険者等国民健康イ

険税

前年度

700,751

比較

△622

1項国民健康保険税

Π

区分
1.医療給付費分現年,

税分

2.後期高齢者支援金ノ

現年課税分

3.ノ護納付金分現年,

税分

4.医療給付費分滞納,

越分

5.後期高齢者支援金,

滞納繰越分

6.介護納付金分滞納
越分

4.医療給付費分滞納'△6

越分

5.後期高齢者支援金,

滞納繰越分

6.ノ護納付金分滞納

越分

1款国民健康保険税

,十

説
金額
478,586 般被保険者国民健康保険税

147,012 後期高齢者支援金分現年課税分

脇,368介護納付金分現年課税分

14,046 一般被保険者国民健康保険税

5,360 後期高齢者支援金分滞納繰越分

1,757 介護納付金分滞納繰越分

Ⅱ退職被保険者等国民健康保険税

4後期高齢者支援金分滞納繰越分

2介護納付金分滞納繰越分

1項

700,146

国民健康保険税

700,フ74

明

△628

(単位:千円)

478,586

147,012

53,368

14,046

5,360

1,757

H

4

2



2.歳

目

総務手数料

督促手数料

入

3款 使用料及び手数料

本年度前年度

14

719

16

719

比較

1項手数料

区分
1.証明手数料

1.督促手数料

△2

0

Ⅱ

3 款使用料及び手数料 1項手数料

,十

説
額
H国民健康保険税納税証明手数料
719 国民健康保険税督促手数料

733

明

(単位:千円)

14

719

1
2



2.歳

目

保険給付費等交付金

入

2

5款 県支出金

本年度

2,943,723

前年度

2,856,582

比較

87,141

2 項県補助金

Π

区分
1.保険給付費等交付

(普通交付金)

2.保険給付費等交付

(特別交付金)

5 款県支出金 2 項県補助金

計

説
金額
2,721,931保険給付費等交付金(普通交付金)

221,792 特別調整交付金(市町村向け)

県繰入金(2号)

特定健康診査等負担金

特別交付金(努力支援交付金分)

2,943,723 2,856,582

明

87,141

(単位:千円)

2,721,931

107,550

85,370

11,670

17,202



2.歳

目

財政安定化基金交付金

入

5款 県支出金

本年度 前年度 比較

3 項財政安定化基金支出金

Ⅱ

区分 金額
0 .財政安定化基金交イ、

金

5 款県支出金

き十

3項

1財政安定化基金交付金

財政安定化基金支出金

説 明

(単位:千円)



2.歳

目

利子及び配当金

入

9款 財産収入

本年度 前年度 比較

1 項財産運用収入

U

区分
準備基金収入0

9款

,十

財産収入

金額

1項

1保険給付準備基金利子

財産運用収入

説 明

(単位:千円)



2.歳 入

目

般会計繰入金

10 款 繰入金

本年度

339,745

前年度

357,500

比較

△17,755

1 項他会計繰入金

U

区分
1.保険基盤安定繰入

(保険税軽減分)

2.職員給与費等繰入

3.出産児一時金繰
金

4.財政安定化支援事

繰入金

5.その他一般会計繰

金

フ.保険基盤安定繰入

(保険者支援分)

10 款繰入金 1項他会計繰入金

斗

説 明
金額
131,871保険基盤安定繰入金(保険税軽減分)

90,656 職員給与費等繰入金

17,682 出産育児一時金繰入金

24,919 財政安定化支援事業繰入金

1その他一般会計繰入金

74,616 保険基盤安定繰入金(保険者支援分)

339,745 357,500 △17,755

(単位:千円)

131,871

90,656

17,682

24,919

74,616



2.歳

目

療養給付費交付金繰越金

その他の繰越金

入

Ⅱ款 繰越金

本年度 前年度 比較

1 項繰越金

Ⅱ

区分

1.その他の繰越金

△1

0

(単位:千円)

Ⅱ款

・十

繰越金 1項繰越金

金額

1前年度繰越金

説 明

ー
ー

0
1

1
2



2.歳

目

般被保険者延滞金

退職被保険者等延滞金

入

12 款 諸収入

本年度

1,726

前年度

1,469

比較

1 項延滞金、加算金及び過料
Ⅱ

区分 金額
1.般被保険者延滞 1,726 国民健康保険税延滞金

1.退職被保険者等延 1国民健康保険税延滞金

金

257

0

12 款諸収入 1 項延滞金、加算金及び過料

暑十 1,727

説

1,470

明

(単位:千円)

1,7261
2



2.歳 入

目

般被保険者第三者納付

12 款

2.退職被保険者等第三者納イ、

金

諸収入

本年度

3,984

般被保険者返納金

4.退職被保険者等返納金

前年度

3,200

5.貸付金元利収入

4 項雑入

U

区分
784 1.般被保険者第三

納付金(現年度分)

2.般被保険者第三

納付金(滞納繰越分

0 1.退職被保険者等第=

者納付金(現年度分

2.退職被保険者第三

納付金(過年度分)

2,200 1.般被保険者返納,

2.般被保険者返納

(滞納繰越分)

0 1.退職被保険者等返1

金

2.退職被保険者等返1

金(滞納繰越分)

△2,335 1.高額療養費貸付金"

入(現年分)

2.高額療養費貸付金

入(滞納繰越分)

3.出産費貸付金収入

0 1.雑入

比較

6.雑入

6,700

フ.歳入欠陥補填収入

4,500

12 款諸収入 4 項雑入

2,002

,十

金
説

額
3,000 交通事故等納付金(現年度分)

984 交通事故等納付金(滞納繰越分)

4,337

100,フ78

113,471

174,693

1交通事故等納付金(現年度分)

1交通事故等納付金(過年度分)

4,000 保険給付費返納金

2,700 保険給付費返納金(滞納繰越分)

1保険給付費返納金

1保険給付費返納金(滞納繰越分)

2,000 高額療養費貸付金収入

1高額療養費貸付金収入(滞納繰越分)

1出産費貸付金収入

3 雑入

不正及び不当利得徴収金(滞納繰越分)

不正利得加算金(滞納繰越分)
100,フ78 歳入欠陥補填収入

186,737

△73,915

明

△73,266

1.歳入欠陥補填収入

(単位:千円)

3,000

984

4,000

2,700

2,000

100,フ78

ー
ー
ー
ー



2.歳

目

財政安定化基金貸付金

入

14 款 市町村債

本年度 前年度 比較

2 項財政安定化基金貸付金

Ⅱ

区分 金額
0 1.財政安定化基金貸イ、
金

H 款市町村債 2 項財政安定化基金貸付金

説 明

(単位:千円)



2.歳

目

国民健康保険制度関係業'

事務事業費補助金

0

入

0.款 国庫支出金

本年度

0

前年度

2,416

比較

△2,416

0 (単位:千円)国庫補助金

Ⅱ

フJ

0.款国庫支出金 0.項国庫補助金

・十

金額

0

説

2,416

明

△2,416

、
区



2.歳

目

療養給付費交付金0

入

0.款 療養給付費交付金

本年度前年度

0

比較

0

△1

(単位:千円)療養給付費交付金

Ⅱ

金刀

0.款

計

療養給付費交付金

額

0.項療養給付費交付金

0

説 明
、
区



3.歳 出

目

般管理費

1款総務費

本年度前年度

85,062 92,832

比較

△7,フ70

国県支出金
10,133

二又.

疋

地方債

の

1項総務管理費

椋
その他

0

1款総務費 1項総務管理費

0

般財源

74,929

区分

報酬

Ⅱ

給料

職員手当

等

金額

6,998 会計年度任用職員報酬(レセプト

点検職員) 6,998

30,004 一般職員給料 30,004

23,057 扶養手当 1,218

管理職手当 282

通勤手当 144

住居手当 336

一般職員期末手当 フ,035

児童手当 900

総合事務組合退職手当負担金

5,701

勤勉手当 5,006

時間外勤務及び休日勤務手当

説

(単位:千円)

明

4.共済費

1,517

,255 沖縄県市町村職員共済組合負担金
9,フ72

沖縄県市町村職員互助会負担金

150

地方公務員災害補償基金負担金

会計年度任用職員期末手当

49

社会保険料(会計年度任用職員職
員) 1,284

152 会計年度任用職員費用弁償 巧2

106 消耗品費 64

印刷製本費 42

,000 通信運搬費 2,000

,4認国保連合会一般事務電算化共同処

理手数料

旅費

需用費

918

役務費

委託料

訳

2
3

8
W

1
2
ー
ー



3.歳 出

目

1款

本年度

総務費

前年度

2 連合会負担

金

運営負担金3

比較
年

国県支出金

4,036

の

地方債

二又

疋

4,000

1 項総務管理費

源

1款総務費

計 89,290

1項 総務管理費

区分

Ⅱ

96,832

(単位:千円)

説 明

療養費審査業務委託料

国民健康保険被保険者証作成業務
委託料

国保連合会特別事務電算化共同処
理手数料

第三者行為求償事務手数料
国民健康保険システム改修委託料

国保情報集約システム手数料

2,001 高額療養費貸付金 2,000

出産費貸付金

1一般会計繰出金

4,036 一般負担金 2,667

広報共同事業負担金 1,369

192 オンライン資格確認・中間サーバ

一負担金 192

金額

△7,542

20

4,036

貸付金

繰出金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

79,15710,133

192 18

ー
ー

、

、
、

他の
源
そ

7
8
2
1



3.歳 出

目

賦課徴収費

1款

本年度

3,722

総務費

前年度

3,658

2 保険税収納

率向上特別

対策事業費

比較

11,186

年本
特

国県支出金
064

10,260

の

疋

地方債

2 項徴税費

源

源

その他

926

0

11,186

1款総務費 2 項徴税費

計

訳

般財源

3,7220

0

14,908

区分

需用費

役務費

10

0

"

13,918

Ⅱ

金額

12

0

委託料

報酬

職員手当

等

旅費

需用費

役務費

使用料及

び賃借料

100 消耗品費 20

印刷製本費 80

2,7Ⅱ通信運搬費 1,171

手数料 382

窓口収納手数料 1,158

9Ⅱ納税通知書等作成及び封入封織委

託業務委託料

8,8認会計年度任用職員報酬(国民健康
保険税納付指導員) 8,888

1,926 会計年度任用職員期末手当
1,926

272会計年度任用職員費用弁償 272

20 消耗品費 20

75 通信運搬費 75

5 高速自動車道使用料 5

990

3

3,72211,186

説

(単位

明

千円)

8
W
Ⅱ
玲



3.歳 出

目

運営協議会

費

1款

本年度

131

総務費

前年度

137

比較
年

国県支出金
0△6

(単位:千円)

税 明

Ⅱ2国民健康保険運営協議会委員報酬
112

19 費用弁償 19

の

地方債

;又

疋

3 項運営協議会費

源 a尺

般財源

13100

1款総務費 3 項運営協議会費

計

金額

131

区分

報酬

旅費

"

8

137

也の
源
そ



3.歳 出

目

般被保険

者療養給付

費

退職被保険

者等療養給

付費

般被保険

者療養費

退職被保険

者等療養費

審査支払手

数料

2 款保険給付費

本年度前年度

2,325,689 2,271,599

2

3

4

5

12,674

比較

54,090

年

国県支出金
2,322,27フ

12,934

フ,283

の

疋

地方債

;又.

△260

フ,257

1 項療養諸費

源 訳

源
般財源

その他
0 3,412

12,655

0

2 款保険給付費 1項療養諸費

計 2,345,648

0

区分

負担金、

補助及び
交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

委託料

18

0

2,291,792

"

18

0

金額

2,325,689

19 18

(単位:千円)

説 明

般被保険者療養給付費

2,325,689

1退職被保険者等療養給付費 1

0

53,856

18

フ,283 12

2,334,932

12,674 般被保険者療養費

1退職被保険者等療養費

フ,283 レセプト電算処理システム委託料

般分レセプト

退職者等分レセプト

10,716

12,674



3.歳 出

目

一般被保険

者高額療養

費

退職被保険

者等高額療

養費

般被保険

者高額介護

合算療養費

退職被保険

者高額介護

合算療養費

2款

本年度

387,026

2

保険給付費

前年度

379,389

3

4

比較

フ,637

542

400

年

国県支出金
386,458

542

△399

1退職被保険者高額介護合

の

疋

地方債

'又、

2 項高額療養費

源
源

般財源
その他

0 5680

2 款保険給付費 2 項高額療養費

計

療養費

387,570

0

区分

負担金、

補助及び
交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

18

0

380,332

Ⅱ

(単位

税 明
金額

3釘,026 一般被保険者高額療養費

18

0

18

フ,238

18

387,026

1退職被保険者等高額療養費 1

386,999

542

千円)

般被保険者高額介護合算療養費
542



3.歳 出

目

般被保険

者移送費

退職被保険

者等移送費

2款

本年度

2

保険給付費

前年度 比較
年

国県支出金
00

の

地方債

'又.

疋

3 項移送費

源

0

2 款保険給付費 3 項移送費

斗

0

2

区分

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

18

Ⅱ

18

金額
説

1一般被保険者移送費

1退職被保険者等移送費

(単位

明

千円)
訳

ル

他の
源
そ



3.歳 出

目

出産育児

時金

支払手数料

2款

本年度

26,524

3

保険給付費

前年度

27,946

比較

△1,422

年
特

国県支出金
0

の

疋

地方債

'又.

4 項出産育児諸費
源 訳

源
般財源

その他
17,682 8,8420

2 款保険給付費 4 項出産育児諸費

計 26,538

0

区分

負担金、

補助及び
交付金

委託料

18

14

Ⅱ

27,960

12

説
金額

26,524 出産育児一時金

△1,422

14

(単位

明

払業務委託料

千円)

26,524

17,682 8,856



3.歳 出

目

葬祭費

2款

本年度

760

保険給付費

前年度

700

比較
本
特

県支出金
060

の

地方債

'又

疋

5項

源

その他

葬祭諸費
"、

般財源

76000

2 款保険給付費 5 項葬祭諸費

・十

760

760760

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

Π

700

金額
説

760 葬祭費補助金

(単位

明

千円)



3.歳 出

目

傷病手当金

2款

本年度

保険給付費

前年度

0

比較
本 年
特

国県支出金
0

の

地方債

'又

疋

6 項傷病諸費

源 訳

源
般財源

その他
0

2 款保険給付費

き十

6項

1 18

区分

負担金、

補助及び

交付金

傷病諸費

"

0

金額

1傷病手当金

説

(単位

明

千円)



3.歳 出

目

一般被保険

者医療給付

費分

3款

本年度

889,166

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

906,212 △17,046

年
特

国県支出金
126,382

の

地方債

二又

疋

1項医療給付費分

源 訳

源
般財源

その他
174,186 588,598

906,212 △17,046

3 款国民健康保険事業費納付金 1項医療給付費分

0

計 889,166

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

U

(単位

説 明
金額

889,166 一般被保険者医療給付費

126,382

千円)

889,166

174,186 588,598



3.歳 出

目

般被保険

者後期高齢

者支援金等

3款

本年度

209,176

分

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

236,623 △27,447

本 年
特

国県支出金
29,732

'又.

疋

地方債

2 項後期高齢者支援金等分

源 訳
源

般財源 区分
その他

138,466 18.負担金、40,978

補助及び

交付金

0

3 款国民健康保険事業費納付金 2 項後期高齢者支援金等分

計 209,176 236,623

Ⅱ

金額

209,176

△27,447

(単位:千円)

税 明

般被保険者後期高齢者支援金等

209,176

29,732 40,978 138,466



3.歳 出

目

介護納付金

フJ

3款

本年度

82,908

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

97,339 △14,431

特
国県支出金
11,783

の

疋

地方債

'又.

3 項介護納付金分
源 訳

源
般財源

その他
16,242 54,8830

3 款国民健康保険事業費納付金 3 項介護納付金分

計 82,908

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

"

97,339

金額

82,908 介護納付金

△14,431 11,783

説

(単位

明

千円)

82,908

16,242 54,883



3.歳 出

目

財政安定化

基金拠出金

5款

本年度

財政安定化基金拠出金

前年度 比較
年
特

国県支出金
0

の

疋

地方債

'^

1 項財政安定化基金拠出金

源 訳

源
般財源 区分

その他
0 18.負担金、0

補助及び

交付金

0

5 款財政安定化基金拠出金 1項財政安定化基金拠出金

三十

金額

(単位

説 明

1財政安定化基金拠出金

0

千円)



3.歳 出

目

特定健康診

査等事業費

6款

本年度

保健事業費

前年度

40,78042,947

比較

2,167

年

支出金
27,451

国

18

疋

地方債

の

1 項特定健康診査等事業費

原 訳
,、

その他
0

負担金、

補助及び
交付金

6 款保健事業費

・十

0

般財源

15,496 1

42,947

1項

区分

報酬

特定健康診査等事業費

40,780

(単位:千円)

説 明
金額

Ⅱ,552 会計年度任用職員報酬(保健師)
2,655

会計年度任用職員報酬(管理栄養
士) 5,309

会計年度任用職員報酬 1,943

会計年度任用職員報酬(特定健診
受診率向上対策指導員) 1,645

2,438 会計年度任用職員期末手当 354

会計年度任用職員期末手当(保健
師) 576

会計年度任用職員期末手当(管理
栄養士) 1,151

会計年度任用職員期末手当(特定

健診受診率向上対策指導員)

30 謝礼金 30

176会計年度任用職員費用弁償 176

582 消耗品費 281

印刷製本費 301

174 通信運搬費 174

26,791特定健康診査等委託料
インセンティブ委託料

特定健診未受診者対策事業委託料
1,204 特定健診・特定保健指導関係業務
負担金 1,204

2,167

3 職員手当

等

27,451

報償費

旅費

需用費

役務費

委託料

10

15,496

7
8

1
2
ー
ー



3.歳 出

目

保健衛生普

及費

6款

本年度

4,786

保健事業費

前年度

4,758

2.疾病予防費

3.医療通知費

比較
年

国県支出金
4,086

576

28

1,258 219 11

の

疋

地方債

'又、

365

2 項保健事業費

源

源_、
その他一般財源

0 700

1,640

0

211

6 款保健事業費 2 項保健事業費

計

△382

0

1,039

6,620

0

区分

報酬

職員手当

等

旅費

需用費

委託料

使用料及

び賃借料

負担金、

補助及び

交付金

役務費

6,763

(単位:千円)

説 明
金額

2,6郭会計年度任用職員報酬(管理栄養
士) 2,655

576会計年度任用職員期末手当(管理
栄養士) 576

86会計年度任用職員費用弁償 86
784 消耗品費 84

賄材料費 700

269 検査委託料

416 電機器使用料 416

あん摩、マッサー576 はり、きゅう、

ジ、補助金 576

1,258 通信運搬費 1,074

医療費通知書作成手数料 184

3

0

5,125

0

1,495△143

0

576 18

8
W

姶
玲



3.歳 出

目

準備基金積

〕ι金

7款

本年度

基金積立金

前年度 比較
年
特

国目支出金
00

の

疋貝

地方債

二文.

1項基金積立金

源
源

般財源
その他

0

7 款基金積立金 1項基金積立金

斗

0 24

区分

積立金

"

金額

(単位

説 明

1保険給付準備基金積立金

千円)



3.歳 出

目

利子

8款

本年度

342

公債費

前年度

3,288

比較

△2,946

本年

国県支出金
0

の

地方債

二又

疋

1 項公債費

貝源
源
その他

0

8 款公債費 1項公債費

斗

0

般財源

342

342

区分

償還金、

利子及び

割引料

22

Ⅱ

3,288

金額

△2,946

342

説

時借入金利子

(単位

明

千円)

342

342

訳



3.歳 出

目

般被保険

者保険税還

付金

退職被保険

者等保険税

還付金

償還金

9款

本年度

3,000

2

諸支出金

前年度

3,000

3

4 一般被保険

者還付加算

退職被保険

者等還付加

算金

高額療養費

貸付金還付

加算金

5

3,039

比較

6

本
特

国県支出金
00

の

疋

地方債

'又.

1 項償還金及び還付加算金
源 訳

源
般財源 区分

その他
3,000 22.償還金、0

利子及び

割引料

1 22.償還金、0

利子及び

割引料

1 22.償還金、0

利子及び

割引料

35 22.償還金、0

利子及び

割引料

1 22.償還金、0

利子及び

割引料

1 22.償還金、0

利子及び

割引料

0

9 款諸支出金 1項償還金及び還付加算金

・十

(単位:千円)

説 明
金額

3,000過誤納国民健康保険税還付金

3,000

1退職被保険者国民健康保険過誤納
還付金

1国庫支出金償還金及び療養給付費
交付金償還金

35 般被保険者国民健康保険税還付
加算金 35

1退職被保険者等国民健康保険税還
付加算金

1高額療養費貸付金還付金

03,039 3,039

U



3.歳 出

目

前年度繰上

充用金

10 款

本年度

前年度繰上充用金

前年度 比較
年

国県支出金
00

の

地方債

i又

疋

1項前年度繰上充用金

源 訳

源
般財源

その他
0

10 款前年度繰上充用金

量十

0

区分

補償、補

填及び賠

償金

21

Ⅱ

1項 前年度繰上充用金

金額
説

1前年度繰上充用金

0

(単位

明

千円)



3.歳 出

目

予備費

Ⅱ款

本年度

500

予備費

前年度

500

比較 特
国県支出金

00

の

疋

地方債

'^

1項予備費

源
源
その他

0

Ⅱ款予備費 1項予備費

計

0

般財源

500

500

区分

予備費30

Ⅱ

500

金額

500 予備費

説

(単位

明

千円)

500

500

訳



一般職

(1)総括

職員数
(人)

区 分

本年

^

月1」丕手

比

5 701

和

(国

(18)

(18)

(の
は再任用

報酬

与

民健

給

※

与

給料職員手当

30,093

28 734

費

康保

職員手当

の内訳

1359 △

立H、間勤工,1

区分

30 004

明

険特

31 892

本年度

前年度

比較

費

扶養手当住居手当

細

6211 888

及び立H 間勤ンの云ヨ年

28 087

27 466

茎十

圭二
^

計)

児童手当

1 218

共済費

88 184

1 338

△ 120

88 092

336

672

△ 336

間外特殊勤務

日勤務手 当

9 971

92

任用1

12076 100 168

△ 2 105 △ 2 013

外き)

量十

98 155

918

918

0

通勤手当管理職手当期末手当勤勉手当

6 060

△ 359

備 考

900

1,220

△ 320

単位:千円

282

282

0

13 582

単位

退職手当

負担金

11 490

2,092

5 006

5 366

△ 360

千円

会1

合

時
休

度
度

0
 
0
 
0

4
 
0
 
4

ー
ー



( 2 )

区分

給料及び職員手当の増減額の説明

増減額 増減事由別内訳

給与改正に伴う増減分

給 料

昇給に伴う増加分

△ 1,888

職員手当

その他の増減分

0職員数の異動状況

(現に在職する職員)

本年度 8人

前年度 8人

△ 1,9420採用退職の状況(会計転出入等含む)
会計転入者

会計転出者

平均定昇率

制度改正に伴う増減分

説

621

その他の増減分

2.22%

明

単位

備

(新規採用数)

0人

0人

扶養手当

住居手当

621 通勤手当

管理職手当

期末手当

千円

考

△ 120 勤勉手当

△ 336 退職手当負担金

24 児童手当

0特殊勤務手当

2,092時間外勤務手聖

42

1人 R2年度中

1人

360

359

320

△
△
△

0
0



(3)給与及び職員手当の状況

ア職員一人当たりの給与

区

令和3年4月1日現在

令和2年4月1日現在

分

平均給料月

平均給与月

平均年齢

平均給料月

平均給与月

平均年齢

イ
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初任給

区

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

般行政職

310 475円

334 038円

39歳4ケ月

330 888円

358 950円

41歳9ケ月

ノ＼

税務職

般行政職(円)

150,600円

182,200円

教 職
薬剤師
医療技術職

現 業職

147,900円

福祉職

薬剤師医療技術職(栄養士・保健師)

福祉職(保育士・社会福祉士)

(円)

現業職

国

政職(

150,600円

182,200円

イ丁

の 制

1丁政 職

育

二

額
額

卒
卒

校
学

高
大

額
額

度
(



職

級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級

2
3
4
5
6
7

1

1

級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級

職

2
3
4
5
6
7

1

2
 
3
 
4
 
5

1

J
 
)

育
員
人
職
(

教

級

3

6
7

計

級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級

職

2
3
4
5
6
7

1

2
3
4
5
6
7

1

゛
)

務
員
人

ι
(

税

級

2
3
4
5
6
7

1

級

計

計

級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級

級 6

2
3
4
5
6
7

1

2
3
4
5
6
7

1

級
長

1

5

1

級

計

計

級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級 0

8

1

2
3
4
5
6
7

1

2
3
4
5
6
7

1

級

分

区

.

1

4

0
 
8
 
0

区

級

1

計

イ

2
 
2
 
2

ウ級別職員数

令和3年4月1日

般行政職

職員数構成比
(人)(%)

12.5

12.5

2 25.0

12.5

2 25.0

12.5

0.0

100.0

0.0

12.5

25.0

25.0

25.0

12.5

0.0

100.0

令和2年4月1日

・十

構成比

(%)

(級別の標準的な職務内容)
1 級 2フJ

主事技師主事

・十

構成比

(%)

薬剤師医療技術職

職員数構成比
級
(人)(%)

技師

福

級

計

祉

職員数
(人)
構成比
(%)

・十

四王

7 級

部長

政策調整監
主査等 課長主査等政職



二1二、 昇給

職員数(A)(人)

昇給に係る職員数(B)(人)

2号給(

4号給(

号給数別内訳 6 号給(

8号給(

8 号給以上

率(B)/(A)比

職員 数(A)(人)

昇給に係る職員数(B)(人)

2 号糸合(

4号給(

号給数別内訳 6 号給(

8号給(

8 号給以上

率(B)/(A)比

区

-45 -

人)

人)

人)

人)

(人)

(%)

斗
般行政職税務職

代

8

現業職

表

8

人)

人)

人)

人)

(人)

(%)

的

教育職

な

薬剤師
医療技術職

職

福祉職

種

合

本
年
度

前
年
度



オ 期末手当・勤勉手当

区

の

支

6月

力定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

制

給期別

(月分)

2 2 5

2 2 5

2 2 5

支給率等

支給率

12月(月分)

2 2 5

2 2 5

2 2 5

24.586875 33

国の制度
(支給率等)

支給率計(月分)

45

45

45

24.586875 33

27075 47 709

27075

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

(月

47

47

7 0 9

その他の加算措置等

定年前早期退職

特例措置

[ 2 %~ 20 %加算]

709

47

備

70 9

定年

特

[ 3 %

考

^

則早期退職

例措置

~ 45 %加算]

-46 -

備 考

有
有
有

4
 
4
 
4

2
 
2
 
2

者
)

局取の倉
,
勤
月
年
(
鉐
者
の
)
枕
八
勤
月
年
(
器
者
の
)
統
八
勤
月
年
(
即
者

2
 
2
 
2

ノ
刀

度
度
度

年
年

区

本
前
国

ノ



キ特殊勤務手当

区

給料総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
(令和3年4月1日現在)

全職種

代表的な特殊勤務手当の名称

代

般行政職

クその他の手当

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

表

税務職

国の制度の異同

的

教 職

な

薬剤師
医療技術職

職

福祉

差

職 業職

バス等の運賃等相当額(支給限度額 35,000円)

異

育

容

同
同
異

種
現


